
メンタルヘルス不調とは、精神及び行動の障害に分類される精神障害や自殺
のみならず、ストレスや強い悩み、不安等、労働者の心身の健康、社会生活
及び生活の質に影響を与える可能性のある精神的及び行動上の問題を幅広く
含むものをいいます。

メンタルヘルス対策
Ｑ＆Ａ5

うつ病の診断基準
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「アルコール依存症」とは、どんな病気ですか？

事業所の中で、メンタルヘルス推進担当者の
主な役割は何ですか？

「アルコール依存症」は、飲酒量や飲み方のコントロールができなくなる脳の
病気です。うつ病と合併の頻度が高く、自殺とも強い関係があります。依存
症の影響は精神面だけでなく、身体面にも表れ、仕事ができなくなるなど生
活面にも支障がでますが、早期に適切な治療を受け、お酒を断つことで回復
が可能となります。そのため、精神科等の医療機関への受診や自助グループ
への参加等について、家族や職場等の周囲の人の理解とサポートが大切です。

27



招き

28

る可能性があります。



提供事業所

助言

一般
ことで

ケース
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ことは珍しくありません。



30

しっかりと検証

「従業員支援プログラム」
と訳されています。

高める
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が得られない

えていきましょう」と

ケースもあります。こうしたケースの家族（親）

家族（親）に「一緒に支

はどうでしょう。

してくださ
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https://kokoro.mhlw.go.jp/

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/seishin-c/

精神科医療機関情報は以下のホームページに案内されていますのでご確認く
ださい。

34

働く人のメンタルヘルスポータルサイト

精神医療の救急情報センターです。



ストレスチェックを実施することで

　「ストレスチェック」とは、「※ストレスに関する質問票（選択回答）」に労働者が記入
し、それを集計・分析することで、自分のストレスがどのような状態にあるのかを調べ
る簡易的検査です。
　「労働安全衛生法」により、労働者が50人以上いる事業所では、この検査を毎年１回、
常時使用するすべての労働者に対して実施することが義務付けられています。
　労働者数50人未満の事業所においては努力義務ですが、メンタルヘルス対策として極
めて有効な手法なので、積極的に取り組みましょう。

労働者は
●自分自身のストレスの状態を知る。
●ストレスが高い状態の場合は医師の面接を受けて助言をもらう。
ことができます。
事業者は
● ストレスチェックの結果を集計・分析することで、職場環境の改善につなげる
ことができます。

※ストレスに関する質問票
　使用する調査票は、次の３つの事項に関する質問が含まれていれば特に指定はありません。
①職場におけるストレスの原因に関する質問事項
②ストレスによる心身の自覚症状に関する質問項目
③労働者に対する周囲のサポートに関する質問項目
　何を使えばよいかわからない場合には、職業性ストレス簡易調査票（ポータルサイト『こころの耳』
　参照
　https://kokoro.mhlw.go.jp/etc/kaiseianeihou/）の使用をお勧めします。

37・38ページにストレスチェック制度の概要をＱ＆Ａの形式でまとめました。
詳細なＱ＆Ａは厚生労働省ホームページ「ストレスチェック制度関係　Ｑ＆Ａ」
https://kokoro.mhlw.go.jp/etc/kaiseianeihou/qa/
を参照してください。

ストレスチェック制度とは？6
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ストレスチェックと面接指導の実施に係る流れ

「労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度実施マニュアル」より抜粋
（https://www.mhlw.go.jp/content/000533925.pdf）

事業者による方針の表明

衛生委員会で調査審議

労働者に説明・情報提供

医師、保健師等※によるストレスチェック実施

（実施者）
ストレスチェックの結果を労働者に直接通知
※この他必要に応じて相談窓口等についても情報提供

（実施者）
ストレスチェックの結果を
職場ごとに集団的分析

○目的の周知方法
○実施体制（実施者等の明示）
○実施方法

○情報の取扱い
○ストレスチェック結果の保存方法
○ストレスチェックの結果等の利用目的・利用方法
○情報の取扱いに関する苦情処理
○不利益な取扱いの防止

○一般定期健診と同時に実施することも可能（ただし結果の取扱いの違いに注意が必要）
○産業医が実施者となることが望ましい

※一定の研修を受けた
看護師、精神保健福祉士、
歯科医師、公認心理師

（労働者）
セルフケア

※必要に応じて相談窓口の利用

（実施者）
結果の事業者への通知に
同意の有無の確認

（実施者）
集団的分析結果を
事業者に提供

（実施者）
面接指導の申出の勧奨

職場環境の
改善のために活用

（実施者）
事業者に結果通知

労働者から事業者へ面接指導の申出

事業者から医師へ面接指導実施の依頼

医師による面接指導の実施 相談機関、
専門医への紹介

医師から意見聴取

必要に応じ就業上の措置の実施

ストレスチェックと面接指導の実施状況の点検・確認と改善事項の検討

※申出を理由とする不利益取扱いの禁止

※時間外労働の制限、
作業の転換等について意見

※労働者の実情を考慮し、就業場所の変更、作業の転換、
労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を行う

※面接指導結果を理由とする不利益取扱いの禁止

＜面接指導の対象者＞ 同意有りの場合

必要に応じて

※以下は努力義務

価
評
の
体
全

前
施
実

導
指
接
面

析
分
団
集

※労働者数50人以上の事業所は、ストレスチェック及び面接指導の実施状況について、１年以内ごと
　に１回、定期に、労働基準監督署に実施報告書を提出する必要があります。
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ストレスチェック制度Ｑ＆Ａ

労働者がストレスチェックを受けることは義務ではありませんが、メンタル
ヘルス不調となることを未然に防止するためには、すべての労働者がストレ
スチェックを受けることが望ましいでしょう。
そのため事業者は、ストレスチェックを受けていない労働者に対して、スト
レスチェックの受検を勧奨しましょう。

労働者はストレスチェックを受けなければなりませんか？

ストレスチェックの結果は、ストレスチェック実施後、実施者又はその他の
実施事務従事者から遅滞なく受検者本人に通知します。その際には、他の者
に見られないよう、封書又は電子メール等で労働者に個別に直接通知しなけ
ればなりません。
また、面接指導の要否が他の者に類推されないよう配慮してください。例えば、
面接指導の対象者にのみ別の方法で配布するなどの方法では類推される可能
性があります。
労働者の個別の同意がなければ、事業者に結果通知することは禁止されてい
ます。また、第三者に結果を漏らすことも法律で禁じられています。

ストレスチェックの結果をどのように通知すればよいですか？

面接指導が必要とされた労働者への対応はどのようにすれば
よいですか？

ストレスチェックの結果、面接指導が必要とされた労働者に対しては、面接
指導の対象者を把握している医師等の実施者が申し出の勧奨を行いましょう。
本人の同意により面接指導が必要であるという評価結果を事業者が把握して
いる労働者に対しては、申し出の強要や申し出を行わない労働者への不利益
取扱いにつながらないように留意しつつ、事業者が申し出を勧奨することも
可能です。
面接指導を受けるかどうかは、あくまで勧奨を受けた本人の選択によります
が、制度の実効性を増すためには、事業場において面接指導が必要と判断さ
れた労働者ができるだけ面接指導を申し出るような環境づくりが重要です。
面接指導の申し出は、ストレスチェック結果が通知されてから、概ね１か月
以内に行う必要があります。
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就業上の措置を実施する場合、当該事業場の産業医、産業保健スタッフとの
連携はもちろんのこと、当該事業場の健康管理部門及び人事労務管理部門の
連携にも十分留意する必要があります。
また、特に労働者の勤務する職場の管理監督者の理解を得ることは不可欠で
あるため、事業者は、プライバシーに配慮しつつ、当該管理監督者に対し、
就業上の措置の目的及び内容等について理解が得られるよう必要な説明を行
うことが必要です。
就業上の措置を講じた後、ストレス状態の改善が見られた場合には、当該事
業場の産業医等の意見を聴いた上で、通常の勤務に戻す等適切な措置を講ず
ることを検討しましょう。

就業上の措置をどのように実施すればよいですか？

集団ごとの集計・分析を実施することにより、職場環境の改善に取り組むこ
とができます。
ストレスチェックの結果を職場や部署単位で集計・分析することにより、高
ストレスの労働者が多い部署が明らかになります。この結果、当該部署の業
務内容や労働時間など他の情報と合わせて評価し、事業場や部署として仕事
の質的・量的負担が高かったり、周囲からの社会的支援が低かったり、職場
の健康リスクが高い場合には、職場環境等の改善が必要と考えられます。

集団ごとの集計・分析はどのような意義があるのですか？

集団ごとの集計・分析の結果を、職場の環境改善にどのように
活用すればよいですか？

事業者は産業医と連携しつつ、集団ごとの集計・分析結果を、各職場におけ
る業務の改善、管理監督者向け研修の実施、衛生委員会における具体的な活
用方法の検討などに活用しましょう。
措置を講ずるに当たっては、医師、保健師等の実施者やその他の有資格者、
産業カウンセラーや臨床心理士等の心理職から意見を聴くとよいでしょう。
一方で、集団ごとの集計・分析の結果は、集計・分析の対象となった集団の
責任者にとってはその当該事業場内における評価等につながり得る情報であ
り、無制限にこれを共有した場合、当該責任者に不利益が生じるおそれがあ
るため、事業場内で制限なく共有することは不適当です。
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ストレスチェック制度導入のための支援について

＊独立行政法人労働者健康安全機構が行う支援（2024年度）

＜ストレスチェック制度サポートダイヤル＞
ストレスチェック制度に関するお問い合わせ（事業場における実施方法、実施体制など）
に専門家が電話相談に応じ､解決方法等を助言します。
　電話番号　ナビダイヤル※　０５７０－０３１０５０
　　　　　　※相談は無料ですが、通話料がかかります。
　受付日時　平日10時～17時（土・日・祝日、12月29日～１月３日を除く）
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＊愛知産業保健総合支援センターが行う支援（受講料・利用料　無料）

＜ストレスチェックに関する研修・セミナー＞
ストレスチェック実施後の問題点と解決策への対応、及び集団分析を活用した職場環境
改善の進め方に関する研修・セミナーを実施します。
＜事業所へのストレスチェック制度の導入等に対する個別訪問支援＞
専門家（保健師・公認心理師・産業カウンセラー・社会保険労務士等）が事業場を個別に
訪問し、メンタルヘルス対策の一環として、ストレスチェック制度の導入に関する事業
場の状況にあった具体的な支援を実施します。

＜高ストレス者に対する面接指導等の実施＞
ストレスチェックの結果、高ストレスであると判定された労働者を対象に、登録産業医
による面接指導等を実施します。（従業員50人未満の事業場のみ利用可能）

＊地域産業保健センターが行う支援（利用料　無料）

2024 ＊ 、はていつに容内の援支の度年 愛知産業保健総合支援センターホームページ
（https://www.aichis.johas.go.jp/）によりご確認ください。



＜職場における「パワーハラスメント」とは＞

は置措の上理管用雇のトンメスラハーワパ、りよに正改の」法進推合総策施働労「 ※
令和２年６月１日から義務化されました。（中小事業主は令和４年４月１日から義務化。）

　職場における「パワーハラスメント」とは、職場において行われる①優越的な関係を
背景とした言動であって、②業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、③労働者
の就業環境が害されるものであり、①～③までの要素を全て満たすものをいいます。

し当該、はていつに導指や示指務業な正適るれわ行で囲範な当相つか要必上務業、てみに的観客 ※　
ません。

■ な々様るけおに案事該当、はてった当にるす断判を性当該のそ、ていつに案事の別個 
要素（※）を総合的に考慮して判断することが必要です。

の動言該当、質性・容内の務業、態業・種業、況状や緯経たれわ行が動言該当、的目の動言該当 ※　
態様・頻度・継続性、労働者の属性や心身の状況、行為者の関係性、当該言動により労働者が受
ける身体的又は精神的な苦痛の程度等

■ 、たま その判断に際しては、相談窓口の担当者等が相談者の心身の状況や該当言動が
行われた際の受け止めなどその認識にも配慮しながら、相談者及び行為者の双方から
丁寧に事実確認等を行うことも重要です。

職場におけるパワハラの３要素 具 体 的 な 内 容

①優越的な関係を背景とした言動 者為行が者働労るけ受を動言該当、てった当にるす行遂を務業の主業事該当 ○
に対して抵抗又は拒絶することができない蓋然性が高い関係を背景として行
われるもの

（例）

経験を有しており、当該者の協力を得なければ業務の円滑な遂行を行うこと
が困難であるもの

であるもの等

超を囲範な当相つか要必上務業 ②
えた言動

、いなが性要必上務業の主業事該当にから明が動言該当、しら照に念通会社 ○
又はその態様が相当でないもの

③労働者の就業環境が害される 業就の者働労、れらえ与を痛苦に的神精は又的体身が者働労りよに動言該当 ○
環境が不快なものとなったため、能力の発揮に重大な悪影響が生じる等、当
該労働者が就業する上で看過できない程度の支障が生じること

で況状の様同、ちわなす、」方じ感の者働労な的均平「、はてった当に断判のこ ○
当該言動を受けた場合に、社会一般の労働者が、就業する上で看過できない程
度の支障が生じたと感じるような言動であるかどうかを基準とすることが適当

パワーハラスメントの
防止対策7
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＜事業主及び労働者の責務（法及び指針）＞
【事業主の責務】
■ 職場におけるパワーハラスメントを行ってはならないこと等これに起因する問題（以
下「ハラスメント問題」という。）に対する労働者の関心と理解を深めること。
■ その雇用する労働者が他の労働者（※）に対する言動に必要な注意を払うよう研修を
実施する等、必要な配慮を行うこと。
■ 事業主自身（法人の場合はその役員）がハラスメント問題に関する関心と理解を深め、
労働者（※）に対する言動に必要な注意を払うこと。

【労働者の責務】
■ ハラスメント問題に関する関心と理解を深め、他の労働者（※）に対する言動に注意を
払うこと。
■ 事業主の講ずる雇用管理上の措置に協力すること。
　※取引先等の他の事業主が雇用する労働者や、求職者も含まれます。

＜職場におけるパワーハラスメントの防止のために講ずべき措置＞
　事業主は、以下の措置を必ず講じなければなりません（義務）。
◆事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
① 職場におけるパワハラの内容・パワハラを行ってはならない旨の方針を明確化し、労
働者に周知・啓発すること。
② 行為者について、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等の文書に規定し、
労働者に周知・啓発すること。
◆相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
③相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること。
④ 相談窓口担当者が、相談内容や状況に応じ、適切に対応できるようにすること。
◆職場におけるパワーハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応
⑤事実関係を迅速かつ正確に確認すること。
⑥速やかに被害者に対する配慮のための措置を適正に行うこと（注１）
⑦事実関係の確認後、行為者に対する措置を適正に行うこと（注１）
⑧再発防止に向けた措置を講ずること（注２）
　（注１）事実確認ができた場合　（注２）事実確認ができなかった場合も同様
◆そのほか併せて講ずべき措置
⑨ 相談者・行為者等のプライバシー（注３）を保護するために必要な措置を講じ、その
旨労働者に周知すること。

　（注３）性的指向・性自認や病歴、不妊治療等の機微な個人情報も含む。
⑩ 相談したこと等を理由として、解雇その他不利益取り扱いをされない旨を定め、労働
者に周知・啓発すること。

＜事業主に相談等をした労働者に対する不利益取扱いの禁止＞
　事業主は、労働者が職場におけるパワーハラスメントについての相談を行ったこと、
雇用管理上の措置に協力して事実を述べたこと、都道府県労働局の援助制度の利用等を
理由とする解雇その他不利益な取扱いをすることが、法律上禁止されています｡



（参考）厚生労働省「カスタマーハラスメント対策企業マニュアル」（抜粋・一部加工）

＜職場におけるパワーハラスメント防止等のための望ましい取組＞

　カスタマーハラスメント対策企業マニュアル等は、厚生労働省ホームページからダウンロードできます。
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_24067.html

42

■パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、妊娠・出産・育児休業等に関するハ
ラスメントは、単独ではなく複合的に生じることも想定し、一元的に相談に応じるこ
とのできる体制を整備すること。

■職場におけるパワーハラスメントの原因や背景となる要因を解消するための取組を
行うこと。（コミュニケーションの活性化のための研修や適正な業務目標の設定等）

■職場におけるパワーハラスメントを行ってはならない旨の方針を行う際に、自ら雇用
する労働者以外に、以下の対象者に対しても同様の方針を併せて示すこと。

　・他の事業主が雇用する労働者・就職活動中の学生等の求職者
　・労働者以外の者（個人事業主などのフリーランス、インターンシップを行う者、教
　育実習生等）

■顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）に関し、以下の取組を行う
こと。

　・相談体制の整備
　・被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対し
　て１人で対応させない等）

　・被害防止のための取組（マニュアルの作成や研修の実施等）

（１）カスタマーハラスメントの定義
「顧客等からのクレーム・言動のうち、当該クレーム・言動の要求の内容の妥当性に照らして、
当該要求を実現するための手段・態様が社会通念上不相当なものであって、当該手段・態様に
より、労働者の就業環境が害されるもの」

（２）カスタマーハラスメントの判断基準
企業、業界において様々な判断基準があるが、一つの尺度としては、
　①顧客等の要求内容に妥当性はあるか
　②要求を実現するための手段・態様が社会通念に照らして相当な範囲であるかという観点
　　で判断することが考えられる。

（３）企業が具体的に取り組むべきカスタマーハラスメント対策
【カスタマーハラスメントを想定した事前の準備】
　①事業主の基本方針・基本姿勢の明確化、従業員への周知・啓発
　②従業員（被害者）のための相談対応体制の整備
　③対応方法、手順の策定
　④社内対応ルールの従業員等への教育・研修
【カスタマーハラスメントが実際に起こった際の対応】
　⑤事実関係の正確な確認と事案への対応
　⑥従業員への配慮の措置
　⑦再発防止のための取組
　⑧①～⑦と併せて講ずべき措置（相談者のプライバシーの保護・不利益取扱い禁止）



＜国（労働安全衛生法等法律、規則、制度全般や粉じん、石綿（アスベスト）など）＞
名　　称 郵便番号 所 在 地 電話番号 所管及び管轄区域

愛知労働局 （所管） （所管） （所管）

安全課
(本庁舎)

460-8507
名古屋市中区
三の丸2-5-1
（名古屋合同庁舎第
2号館2階）

052-972-0255
労働災害の防止、特定機械
の検査、クレーン等の免許
証交付等に関すること

健康課
(本庁舎) 052-972-0256

労災補償課
(広小路庁舎)

460-0008
名古屋市中区
栄二丁目3番1号
(名古屋広小路ビル
ヂング)

労災補償課 :11 階
適用･事務組合課 :15 階

052-855-2145 訟務及び課内の庶務に関す
ること

052-855-2146 労災保険の審査請求に関す
ること

052-855-2147
労災補償及び労働福祉事業、
労災（精神障害含む）アフ
ターケア制度に関すること

労働保険適用 ・
事務組合課
(広小路庁舎)

052-855-2148 労災指定医療機関等に関す
ること

052-219-5503
労働保険の成立等に関する
こと（労働保険事務組合関
係を除く）

052-219-5502
労働保険事務組合の認可、
特別加入者の承認等に関す
ること

名古屋北労働基準監督署 461-8575 名古屋市東区白壁
1-15-1

安全衛生
052-961-8654

東区、北区、中区、守山区、
春日井市、小牧市

名古屋東労働基準監督署 468-8551 名古屋市天白区中
平5-2101

安全衛生
052-800-0793

千種区、昭和区、瑞穂区、
熱田区、緑区、名東区、
天白区、豊明市、日進市、
愛知郡

名古屋南労働基準監督署 455-8525 名古屋市港区港明
1-10-4

安全衛生
052-651-9208 港区、南区、中川区

豊橋労働基準監督署 440-8506 豊橋市大国町111 安全衛生
0532-54-1193

豊橋市、豊川市、蒲郡市、
新城市、田原市、北設楽郡

名古屋西労働基準監督署 453-0813 名古屋市中村区二
ツ橋町3-37

安全衛生
052-855-2572

西区、中村区、清須市、
北名古屋市、西春日井郡

岡崎労働基準監督署 444-0813 岡崎市羽根町字北
乾地50-1

安全衛生
0564-52-3162 岡崎市、額田郡

一宮労働基準監督署 491-0903 一宮市八幡4-8-7 安全衛生
0586-80-8091 一宮市、稲沢市

半田労働基準監督署 475-8560 半田市宮路町200-
4

安全衛生
0569-55-7391

半田市、常滑市、東海市、
知多市、大府市、知多郡

刈谷労働基準監督署 448-0858 刈 谷 市 若 松 町
1-46-1

安全衛生
0566-80-9843

刈谷市、碧南市、安城市、
知立市、高浜市

問合せ先一覧8
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治療と仕事の両立支援、メン
タルヘルス等健康確保対策、
化学物質・石綿・じん肺等職
業性疾病予防対策、受動喫煙
防止対策に関すること



豊田労働基準監督署 471-0867 豊 田 市 常 盤 町
3-25-2

安全衛生
0565-30-7111 豊田市、みよし市

瀬戸労働基準監督署 489-0881 瀬戸市熊野町100 代表
0561-82-2103

瀬戸市、尾張旭市、
長久手市

＜県の機関（勤労者福祉、労働相談、労働教育、メンタルヘルス対策のアドバイザーの派遣事業など）＞
名　　称 郵便番号 所 在 地 電話番号 管轄区域

愛知県労働局
労働福祉課

460-8501
名古屋市中区三の
丸3-1-2

052-954-6359 名古屋市

あいち労働総合支援フロア
①就労支援コーナー
 （ハローワーク）
②キャリアサポートセンター
　あいち
 （就労支援・情報発信）
③キャリアサポートセンター
　あいち
 （職業適性相談）
④労働相談コーナー

450-0002

名古屋市中村区名
駅4-4-38
（愛知県産業労働
センター 17階）

①052-533-0890

②052-562-5016

③052-485-7155

④052-589-1405

県内全域（名古屋市含む）

東三河総局　企画調整部
産業労働課

440-8515 豊橋市八町通5-4 0532-54-2582
豊橋市、豊川市、蒲郡市、
田原市

新城設楽振興事務所
山村振興課

441-1365
新城市字石名号
20-1

0536-23-2116
新城市、設楽町、東栄町、
豊根村

尾張県民事務所
産業労働課

460-8512
名古屋市中区三の
丸2-6-1

052-961-8346

一宮市、瀬戸市、春日井市、
犬山市、江南市、小牧市、
稲沢市、尾張旭市、岩倉市、
豊明市、日進市、清須市、
北名古屋市、長久手市、東
郷町、豊山町、大口町、扶
桑町

海部県民事務所
産業労働課

496-8531
津島市西柳原町
1-14

0567-24-2133
津島市、愛西市、弥富市、
あま市、大治町、蟹江町、
飛島村

知多県民事務所
産業労働課

475-8501
半 田 市 出 口 町
1-36

0569-21-8111

半田市、常滑市、東海市、
大府市、知多市、阿久比町、
東浦町、南知多町、美浜町、
武豊町

西三河県民事務所
産業労働課

444-8551
岡崎市明大寺本町
1-4

0564-27-2782
岡崎市、碧南市、刈谷市、
安城市、西尾市、知立市、
高浜市、幸田町

豊田庁舎
産業労働課（※１）

471-8503
豊 田 市 元 城 町
4-45

0565-32-7498 豊田市、みよし市

※１　豊田加茂産業労働・山村振興グループ

名　　称 郵便番号 所 在 地 電話番号 所管及び管轄区域

津島労働基準監督署 496-0042 津 島 市 寺 前 町
3-87-4

代表
0567-26-4155

津島市、愛西市、弥富市、
あま市、海部郡

江南労働基準監督署 483-8162 江南市尾崎町河原
101

代表
0587-54-2443

江南市、犬山市、岩倉市、
丹羽郡

岡崎労働基準監督署
西尾支署 445-0072 西尾市徳次町下十

五夜13
代表
0563-57-7161 西尾市
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労働相談は、あいち労働総合支援フロア④労働相談コーナーをご利用下さい



＜労働関係相談窓口等（メンタルヘルス相談、労働相談など）＞
相談窓口等の問合せ先一覧

分　　野 内 容 等 相談機関名 電話番号
1 メンタルヘルス相談等

(1)事業所向け電話・面接 事業場における対策等
平日 8:30 ～ 17:15 愛知産業保健総合支援センター 052-950-5375

こころの健康に関する相談
毎日 9:00 ～ 20:30
（匿名相談可）

あいちこころほっとライン365 052-951-2881

こころの健康に関する相談
平日 9:00 ～ 22:30
（22:00まで受付）
土日祝 9:00 ～ 20:30
（20:00まで受付）

こころの健康相談統一ダイヤル 0570-064-556

精神保健福祉相談
平日　9:00 ～ 12:00
　　13:00 ～ 16:30
※面接については要予約

愛知県精神保健福祉センター
※ 名古屋市外にお住まいの方 052-962-5377

こころの健康電話相談
平日12:45 ～ 16:45

名古屋市精神保健福祉センター
ここらぼ　※ 名古屋市内にお住まいの方 052-483-2215

(2)一般向け電話相談

メンタルヘルス相談
平日　9:00 ～ 12:00
　　13:00 ～ 16:30
※面接もお受けしていま
すが、まずはお電話でご
相談ください。

県保健所

瀬戸保健所 0561-82-2158
春日井保健所 0568-31-0750
江南保健所 0587-56-2157
清須保健所 052-401-2100
津島保健所 0567-26-4137
半田保健所 0569-21-3340
知多保健所 0562-32-6211
衣浦東部保健所 0566-21-9337
西尾保健所 0563-56-5241
新城保健所 0536-22-2205
豊川保健所 0533-86-3626

精神保健福祉相談
(※面接については要予約)
【豊橋市・岡崎市・豊田市・一宮市】
平日 8:30～17:15

 
中核市保健所
※ 中核市にお住ま
いの方

豊橋市保健所 0532-39-9145
岡崎市保健所 0564-23-6715
豊田市保健所 0565-34-6855
一宮市福祉総合相談室 0586-28-9145
千種保健センター 052-753-1981
東保健センター 052-934-1217
北保健センター 052-917-6553
西保健センター 052-523-4616
中村保健センター 052-433-3092
中保健センター 052-265-2261
昭和保健センター 052-735-3962

精神保健福祉相談
平日　8:45 ～ 12:00
　　13:00 ～ 17:15
※面接については要予約

名古屋市保健所の各
保健センター
※名古屋市内にお
　住まいの方
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熱田保健センター 052-683-9682
瑞穂保健センター 052-837-3267

中川保健センター 052-363-4461
港保健センター 052-651-6509
南保健センター 052-614-2812
守山保健センター 052-796-4624
緑保健センター 052-891-3621
名東保健センター 052-778-3112
天白保健センター 052-807-3914



(2)一般向け電話相談

(3)一般向け面接相談
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愛知いのちの電話
毎日24時間対応 社会福祉法人 愛知いのちの電話協会 052-931-4343

あいち自殺防止センター
金曜　20:00 ～ 23:00

認定ＮＰＯ法人　ビフレンダーズ　
あいち自殺防止センター 052-870-9090

(4)一般向け電話等・面接相談

精神保健福祉相談
平日（要予約）
8:45 ～ 17:15

名古屋市精神保健福祉センター
ここらぼ　※ 名古屋市内にお住まいの方 052-483-2095

052-962-9002

こころの健康無料相談
◎電話相談
　毎日（祝休日・年末年
始を除く）
　9:00 ～ 22:00
◎LINE相談（LINEチャ
ット相談）
　火曜・木曜・日曜（祝休
日・年末年始を除く）
　16:00 ～ 22:00
 （21:50まで受付）

名古屋市
※名古屋市内在住か在勤（学）の方
面接相談（予約制）は電話でご予約く
ださい。
LINE相談（LINEチャット相談）の相
談方法は以下の名古屋市公式ホーム
ページをご覧ください。
https://www.city.nagoya.jp/kenko
fukushi/page/0000018951.html

(5)一般向けSNS相談

あいちこころのサポート
相談
月曜～土曜 20:00～24:00
（23:30まで受付）
日曜　　　 20:00～翌8:00
（7:30まで受付）

相談方法は以下の県ホームページをご覧ください。
ht tps : / /www.pre f . a i ch i . j p /sosh i k i / imu/
kokoronosapo-to-line.html

(6)ポータルサイト こころの耳　厚生労働省
ホームページ　http://kokoro.mhlw.go.jp/

2 労働相談
愛知労働局
　雇用環境・均等部

指導課総合労働相談コーナー
（名古屋合同庁舎第１号館８階） 052-972-0266

名古屋北総合労働相談コーナー
（名古屋北労働基準監督署内） 052-855-2450

名古屋東総合労働相談コーナー
（名古屋東労働基準監督署内） 052-855-2762

名古屋南総合労働相談コーナー
（名古屋南労働基準監督署内） 052-855-2590

名古屋西総合労働相談コーナー
（名古屋西労働基準監督署内） 052-855-2580

豊橋総合労働相談コーナー
（豊橋労働基準監督署内） 0532-81-0390

岡崎総合労働相談コーナー
（岡崎労働基準監督署内） 0564-81-3732

一宮総合労働相談コーナー
（一宮労働基準監督署内） 0586-80-8088

半田総合労働相談コーナー
（半田労働基準監督署内） 0569-21-4264

刈谷総合労働相談コーナー
（刈谷労働基準監督署内） 0566-21-4884

(1)労働者、事業主向け
労働問題の全分野
平日9:30 ～ 17:00
（年末年始を除く）

江南総合労働相談コーナー
（江南労働基準監督署内） 0587-54-2443

西尾総合労働相談コーナー
（岡崎労働基準監督署西尾支署内） 0563-57-7161

瀬戸総合労働相談コーナー
（瀬戸労働基準監督署内） 0561-82-2103

豊田総合労働相談コーナー
（豊田労働基準監督署内） 0565-30-7108

津島総合労働相談コーナー
（津島労働基準監督署内） 0567-26-4155

　 



＜産業保健支援サービス機関（産業保健指導、健康相談、こころの健康の相談など）＞
産業保健支援サービス機関の問合せ先一覧
○産業保健総合支援センター… 事業場で産業保健活動に携わる産業医、産業看護職、衛生管理者をはじめ、事業主、

人事労務担当者などの方々に対して、産業保健研修や専門的な相談への対応などの
支援を行う。

名　　称 郵便番号 所　在　地 電話番号

独立行政法人　労働者健康安全機構
愛知産業保健総合支援センター

461-0005
名古屋市東区東桜1-13-3
NHK名古屋放送センタービル2階

052-950-5375

○地域産業保健センター… 産業医の選任義務のない労働者数50人未満の小規模事業場の事業主やそこで働く人を対
象として、労働安全衛生法で定められた保健指導などの産業保健サービスを提供する。

名　　称 郵便番号 所　在　地 電話番号

名古屋北地域産業保健センター 461-0004 名古屋市東区葵1-4-38　名古屋市医師会館内 052-979-2303

名古屋東地域産業保健センター 461-0004 名古屋市東区葵1-4-38　名古屋市医師会館内 052-979-2303

名古屋南西地域産業保健センター 461-0004 名古屋市東区葵1-4-38　名古屋市医師会館内 052-979-2303

一宮地域産業保健センター 491-0076 一宮市貴船町3-2　一宮市医師会館内 0586-71-7531

瀬戸地域産業保健センター 489-0929 瀬戸市西長根町10　瀬戸旭医師会館内 0561-84-1139

知多地域産業保健センター 475-8511
半田市神田町1-1
半田市医師会健康管理センター内

0569-27-8099

春日井・小牧地域産業保健センター 486-0804
春日井市鷹来町1-1-1
春日井市総合保健医療センター内

0568-82-9900

尾張北部地域産業保健センター 480-0144
丹羽郡大口町下小口6-122-2　
尾北医師会館内

0587-95-7020

海部津島地域産業保健センター 496-0801
津島市藤浪町4-14
津島市医師会休日急病診療所内

0567-24-7600

東三河地域産業保健センター 441-8149 豊橋市中野町字中原100-3　豊橋市医師会館内 0532-45-4911

岡崎地域産業保健センター 444-0875
岡崎市竜美西1-9-1　
岡崎市医師会公衆衛生センター内

0564-52-1665

刈谷地域産業保健センター 448-0022 刈谷市一色町3-5-1　刈谷医師会館内 0566-62-5305

豊田加茂地域産業保健センター 471-0062 豊田市西山町3-30-1　豊田加茂医師会館内 0565-33-2655

西尾地域産業保健センター 445-0071 西尾市熊味町小松島32　西尾市保健センター内 0563-57-7700

(2)男女雇用機会均等、仕事
　と家庭の両立支援、育児
　介護休業、パート・有期
　雇用、働き方改革、ハラ
　スメント等の相談

　 情報提供・相談
（電話・面接）
平日 8:30 ～ 17:15

愛知労働局
雇用環境・均等部　指導課 052-857-0312
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